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『 自然災害からの復旧・復興工事安全衛生確保支援事業 』のご案内

令和４年

都道府県別　災害復旧事業決定額分布図 （ 参考 ： 国土交通省 ）

九州北部集中豪雨降水量分布図 （ 平成29年 7月5日0時 ～ 7月6日24時 ）
（ 参考 ： 気象庁 ）
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決定額（億円） 決定額 箇所数

近年における災害復旧事業決定箇所および決定額の推移
（ 参考 ： 国土交通省 ）
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　近年、日本各地で、地震、豪雨、台風などの災害が連続して発生しており、これまで台風による大規模な停電
の発生や、広範囲での記録的な大雨による災害に見舞われるなど、大規模自然からの復旧・復興工事における安
全衛生確保が大きな課題となっています。
　大規模自然災害からの復旧・復興工事現場は足もとが
極めて悪く、さらに複数の車両系建設機械などによる輻
輳した作業が行われるため、労働災害の発生が危惧され
ます。このため、厚生労働省では、これまでも東日本大震
災および熊本大地震の発生以降、岩手県、宮城県、福島
県および熊本県において、復旧・復興工事の安全衛生確
保支援事業を実施して来たところですが、「 都道府県別　
災害復旧事業決定額分布図 」のとおり、近年、自然災害
が全国的に発生してきていることを踏まえ、本事業でこれ
までの蓄積されている安全衛生確保のノウハウなどを有
効に活用し、大分県内における自然災害に係る防災・減災
工事や、復旧・復興工事における労働災害防止対策の一
層の徹底を図るために実施することとしたところです。
　この事業は、中小事業者およびその労働者を重点対象
とし、また、『 新規参入者 』、『基礎的な教育が必要な者』、
専門工事業者の『 安全衛生管理責任者 』、総合工事業者
の『 管理監督者 』などを対象としています。
　さらに、大分県防災計画や、ハザードマップなどによ
り、危険個所における防災工事、整備工事などを行う工
事従事者についても、自然災害に密接に関連する者とし
て対象としています。

平成30年災害
主な災害
７月
９月

前線および台風第 7号など
台風第 21号
北海道胆振東部地震（ 最大震度 7 ）

令和元年災害
主な災害
６月
８月
10月

山形県沖地震（ 最大震度６強 ）
前線に伴う大雨
台風第 19号など

令和２年災害
主な災害
7 月 令和２年７月豪雨

無　料
厚生労働省における『 自然災害からの復旧・
復興工事安全確保事業 』に基づき、『 現場指導 』、
『 安全衛生教育 』が『 無料 』で、ご利用できます。
また、ご希望に応じて、『 事業実施証明書 』を発行いたします。

厚生労働省における『 自然災害からの復旧・
復興工事安全確保事業 』に基づき、『 現場指導 』、
『 安全衛生教育 』が『 無料 』で、ご利用できます。
また、ご希望に応じて、『 事業実施証明書 』を発行いたします。

1000億以上

500～1000億未満

100～500億未満

50～100億未満

10～50億未満

10億未満

凡例



❶　大分支援センターが実施する事業　〔 テキストも含み、全て『 無料 』です。 〕

❷　アンケート調査の実施

※　工事現場で、チェックシートを用いて、より安全な作業方法など
について、指導・助言を行うとともに、必要に応じて、作業員の皆
様を対象として、作業状況などに応じた『 ワンポイント安全衛生
教育 』を行います。

　

※　次に掲げる者を対象に、建災防本部が作成したテキストを用いて
安全衛生教育を行います。
①　建設工事に不慣れな未熟練労働者や、安全衛生の基本的な事項
について基礎的な事項についての再教育が必要な労働者
　　　　　〔  『  基礎的な安全衛生教育  』  〕
②　管理監督者〔 中小総合工事業者 〕などに対する安全衛生教育
　　　　　〔  『  管理監督者などに対する安全衛生教育  』   〕

『 新規参入者 』、『基礎的な教育が必要な者』、『 管理監督者など 』に対する安全衛生教育などの
受講者数は、概ね10名程度とします。
上記の事業〔 安全衛生講話を除く。 〕を実施した証明として、事業者などから要望があれば、
大分支援センターが　『 事業実施証明書 』〔 次ページ参照 〕を発行します。

⑶

⑷

　『 現場指導 』、『 安全衛生教育 』の各種支援を実施した際には、アンケート調査を実施します。

種　類

基礎的な安全衛生教育

対　象　者 内　容 時　間

①　建設業の基礎的な安全衛
生教育を必要とされる方
②　建設業以外の業種から参
入された方

など

・建設現場とは
・建設現場の仕事と安全衛生
・労働災害とその防止対策
・安全衛生保護具などの取扱い
・ワンポイント安全衛生教育

1時間30分
程度

管理監督者などに対する
安全衛生教育

建設業（ 総合工事業・専門
工事業 ）の店社および現場
において、安全衛生の管理
監督的立場などの方

など

・統括安全衛生管理とは
・管理監督者などの役割と職務
・事業者責任
・PDCAサイクル
・リスクアセスメント

2時間
程度

⑴　大分支援センターに所属する安全衛生指導員による『 現場指導 』

⑵　『 新規参入者 』、『基礎的な教育が必要な者』、『 管理監督者など 』に対する安全衛生教育など



❸　国、県、市町村、大分労働局・労働基準監督署と連携しての取組

国土交通省、大分県、市町村、厚生労働省大分労働局・労働基準監督署との本事業情報の共有、
事業内容の周知
大分県防災計画、ハザートマップなどによる防災・減災工事などに携わる建設事業者、今後
予定される防災・整備などを大分支援センターへの工事情報の提供
建設工事発注関係者連絡会議、大分県建設業安全大会などにおける本事業の紹介

⑴

⑵

⑶

≪ 問い合せ先 ≫
建設業労働災害防止協会 大分県支部

《 大分支援センター 》
〒870-0045　大分市城崎町３-３-41

☎ 097（538）0745　FAX 097（538）0323

○

○
○

○

〔　○○建設工事　〕

㊞○　○　○　○支 部 長
建設業労働災害防止協会　大分県支部

※　上記 4項目のいずれかを実施項目に記載します。

で検索建災防 大分県支部


